
健康保険の傷病⼿当⾦
簡単まとめ

※当資料に従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年4⽉時点の内容となっております。最新の情報は国の資料等をご確認ください。
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健康保険の傷病⼿当⾦ 簡単まとめ

主な⽀給要件（全て満たす必要あり）

業務外の病気やケガでの療養（美容整形等は対象外）‧

労務不能（医師などの療養担当者が判断。⾃宅療養も可）‧

連続して3⽇間休業（待期期間。有給休暇‧⼟⽇祝⽇も含む）‧

待期期間満了後の4⽇⽬以降の休業⽇に⽀給‧

休んだ期間、給与の⽀払いがない（給与があっても傷病⼿当⾦より少額なら差額⽀給）‧

医師の診療を受けていること（保険診療‧⾃由診療問わず）‧
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改正内容

令和2年7⽉2⽇以降に⽀給開始された傷病⼿当⾦

対象

⽀給期間 

（令和3年12⽉31⽇時点で⽀給開始後1年6か⽉未経過分）

⽀給開始⽇から通算して1年6か⽉に達する⽇まで

（⽀給がない期間は1年6か⽉の期間計算に含めない）

令和2年7⽉1⽇以前に⽀給開始された傷病⼿当⾦⽀給開始⽇から最⻑1年6か⽉

⽀給額
1⽇につき、原則として「⽀給開始⽇以前の継続した12か⽉間の各⽉の標準報酬⽉額を平均した額 ÷ 30⽇ × 2/3」です。 被保険者期間が12
か⽉に満たない場合は、⽀給開始⽉以前の標準報酬⽉額の平均額、加⼊保険者の全被保険者の標準報酬⽉額の平均額（令和7年3⽉31⽇まで
は30万円、令和7年4⽉1⽇以降は32万円）、のいずれか低い額を基に計算します。 給与、障害年⾦、⽼齢年⾦、出産⼿当⾦等を受けている
場合は調整されることがあります。

健康保険の傷病⼿当⾦ 簡単まとめ

（令和4年1⽉1⽇改正） 同⼀傷病での⽀給期間は下表の通りです。
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新型コロナウイルス感染症関連

退職後の継続給付

退職⽇までに被保険者期間が継続して1年以上あること（保険者が変わっても1⽇も空きがなければ通算可。任意継続‧国⺠健康保険期間は除く）。‧

退職後も以下の条件を全て満たせば、引き続き受給可能です。

退職⽇に傷病⼿当⾦を受給中、または受給できる状態であること（退職⽇に出勤した場合は不可）。‧

退職後も同⼀の傷病により引き続き労務不能であること。 ⼿続きは本⼈が⾏います。‧

任意継続被保険者

健康保険の傷病⼿当⾦ 簡単まとめ

原則として傷病⼿当⾦は⽀給されません。ただし、健康保険法第104条の継続給付の要件（退職前から受給資格があった等）を満たす場合は
例外的に⽀給されます。

陽性と診断され療養のため休業した場合は対象です。令和5年5⽉8⽇以降の申請には、他の傷病と同様に医師の意⾒書が必要です。⾃⾝に症
状がない濃厚接触者としての休業は原則対象外です。


